
第49回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」は、法令及び当社定款第
1 5 条 の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.meitec.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

株式会社メイテック



連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
⑴連結子会社の数 ５社
⑵連結子会社の名称

株式会社メイテックフィルダーズ
株式会社メイテックキャスト
株式会社メイテックEX
株式会社メイテックネクスト
株式会社メイテックビジネスサービス

⑶主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産
仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。
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建物及び構築物 ４～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

定率法を採用しております。
（ただし、一部の建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

③長期前払費用
定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

②役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における業績を勘案した支
給見込額に基づき計上しております。

③賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
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②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生連結会計年
度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債、退職給付に係る資産及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

⑸　重要な収益及び費用の計上基準
①エンジニアリングソリューション事業

エンジニアリングソリューション事業はエンジニア派遣サービスを顧客に提供してい
ます。
エンジニア派遣サービスは、派遣契約に基づき、派遣期間にわたりサービスの支配が
顧客に移転することから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断してお
り、時の経過に基づき収益を認識しております。

②エンジニア紹介事業
エンジニア紹介事業は、エンジニアに特化した紹介サービスを顧客に提供していま
す。
紹介サービスは、顧客との人材紹介契約に基づき、顧客からの求人要件に該当する人
材の顧客への紹介の完了によりサービスの支配が顧客に移転し、履行義務が充足され
ると判断しており、紹介の完了時点において収益を認識しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年
度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ
ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当該会計方針の変更により連結計算書類に与える影響はありません。

時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用しております。

当該会計方針の変更により連結計算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒損失」（当連結
会計年度０百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費
用」の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「固定資産除却
損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。

なお、前連結会計年度の「固定資産除却損」は０百万円であります。
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繰延税金資産 8,458百万円

退職給付費用
退職給付債務

1,459百万円
16,633百万円

当連結会計年度
（2022年3月31日）

売掛金 15,431百万円
受取手形 666百万円

2．控除されている有形固定資産の減価償却累計額 8,646百万円

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性

・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

・繰延税金資産の回収可能性の判断の変更に伴う繰延税金資産の減額は、当社の連結損益計算書
上の親会社株主に帰属する当期純利益に重要な影響を及ぼすことがあります。

・有税償却に関する無税化の実現可能性や当社及び子会社の課税所得の予想など、現状入手可能
な全ての将来情報を用いて、繰延税金資産の回収可能性を判断しています。当社は、回収可能
と見込めないと判断した部分を除いて繰延税金資産を計上していますが、将来における課税所
得の見積りの変更や、法定実効税率の変更などにより、回収可能額が変動する可能性がありま
す。

２．退職給付費用及び退職給付債務
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

・退職給付費用及び退職給付債務の算定に使用される見積りには、割引率（0.184%）、平均残
存勤務年数等を計算基礎としており、当社グループは、この数理計算上の仮定は適切であると
認識しておりますが、一定の仮定の変動は将来の退職給付費用及び退職給付債務に影響を及ぼ
します。なお、退職給付に係る会計処理の方法については、「（連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項に関する注記等）３．会計方針に関する事項（４）退職給付に係る会計
処理の方法」をご参照ください。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、次のとおりであります。
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・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後
の帳簿価額との差額 △618百万円

貸出コミットメントの総額 3,000百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円

当連結会計年度
（2022年3月31日）

契約負債 47百万円

3．土地再評価
「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」（1999年３月31日改正）に基づき事業用の土地の再
評価を行い、土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
・再評価を行った年月日 2000年３月31日
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定す
る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補
正等合理的な調整を行って算出しております。

4．貸出コミットメント契約
当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出
コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

5．その他の流動負債
その他の流動負債のうち、契約負債の金額は、次のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しており

ません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識に関する注記）１．顧客との契約から生

じる収益を分解した情報」に記載しております。
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普通株式 28,100,000株

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月22日
定時株主総会 普通株式 3,142 115.50 2021年３月31日 2021年６月23日

2021年10月28日
取締役会 普通株式 2,135 78.50 2021年９月30日 2021年11月30日

決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月21日
定時株主総会 普通株式 3,712 利益

剰余金 139.00 2022年
３月31日

2022年
６月22日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、所要資金を自己資金によ
ってまかなっておりますので、特段の資金調達を行っておりません。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信調査等を含めた営業管理規程に沿っ
てリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、発行会社の財
政状態等を定期的に把握しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022 年３月31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について、
現金及び預金、受取手形及び売掛金、未払法人税等ならびに未払消費税等は
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（注）以下の金融商品は、市場価格がない株式のため記載しておりません。当該金融商品の
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  区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 27

１．１株当たり純資産額 1,695円62銭

２．１株当たり当期純利益 341円56銭

報告セグメント

合計エンジニアリング
ソリューション事業

エンジニア
紹介事業

エンジニア派遣 96,353 － 96,353

エンジニア紹介 － 1,438 1,438

その他 9,348 － 9,348

顧客との契約から生じる収益 105,702 1,438 107,140

外部顧客への売上高 105,702 1,438 107,140

連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年3月31日）

（単位：百万円）
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等）３．会計方針に関する事項(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記
載の通りであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ－との関係並び
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

(1)契約資産および契約負債の残高等に関する情報
契約負債は、主にエンジニア派遣サービス契約における顧客からの前受金であります。
契約負債の残高は、「（連結貸借対照表関係）」に記載のとおりであります。
(2)残存履行義務に配分した取引価格に関する情報
当社グループは、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客
との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（追加情報）
2022年３月期は、新型コロナウイルス感染症の影響がありましたが、受注の回復により稼働率

が改善し、営業利益率は10％以上を確保致しました。
新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明ですが、当社の稼働率は回復基調にあり、今後

の業績の大幅な落ち込みは無いと想定しています。
よって当社グループは、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大が、今後一定期間にわたり影響があると想定しているものの、業績の大幅
な落ち込みは無いという仮定のもと見積りを行っております。
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建物及び構築物 ４～50年
工具、器具及び備品 ２～20年

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
　①子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
なお、実質価額が期末直前の貸借対照表価額と比較して著しく下落している銘柄について
は、回復可能性の判定を行った上で、評価減を実施しております。

　②その他有価証券
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　棚卸資産

　仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

定率法を採用しております。
（ただし、一部の建物及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

⑵　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

⑶　長期前払費用
定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

⑵　役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度末における業績を勘案した支給見込額
に基づき計上しております。

⑶　賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計
上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度から費用処理し
ております。

4．収益及び費用の計上基準
　当社は主にエンジニア派遣サービスを顧客に提供しています。
　エンジニア派遣サービスは、派遣契約に基づき、派遣期間にわたりサービスの支配が顧客に移
転することから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断しており、時の経過に基づき
収益を認識しております。
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5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法
は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）
収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期
首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　当該会計方針の変更により計算書類に与える影響はありません。

時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品
に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。
　当該会計方針の変更により計算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（損益計算書）

　前事業年度において、「特別損失」の「その他」に含めておりました「固定資産除却損」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。なお、前事業
年度の「固定資産除却損」は０百万円であります。
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繰延税金資産 7,271百万円

退職給付費用
退職給付債務

1,456百万円
15,876百万円

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性

・当事業年度の計算書類に計上した金額

・繰延税金資産の回収可能性の判断の変更に伴う繰延税金資産の減額は、当社の損益計算書上の
当期純利益に重要な影響を及ぼすことがあります。

・有税償却に関する無税化の実現可能性や当社の課税所得の予想など、現状入手可能な全ての将
来情報を用いて、繰延税金資産の回収可能性を判断しています。当社は、回収可能と見込めな
いと判断した部分を除いて繰延税金資産を計上していますが、将来における課税所得の見積り
の変更や、法定実効税率の変更などにより、回収可能額が変動する可能性があります。

２．退職給付費用及び退職給付債務
・当事業年度の計算書類に計上した金額

・退職給付費用及び退職給付債務の算定に使用される見積りには、割引率（0.184%）、平均残
存勤務年数等を計算基礎としており、当社は、この数理計算上の仮定は適切であると認識して
おりますが、一定の仮定の変動は将来の退職給付費用及び退職給付債務に影響を及ぼします。
なお、退職給付に係る会計処理の方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関する注
記）３．引当金の計上基準（4）退職給付引当金」をご参照ください。
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１．控除されている有形固定資産の減価償却累計額 8,615百万円

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳
簿価額との差額 △618百万円

貸出コミットメントの総額 3,000百万円
借入実行残高 －百万円

差引額 3,000百万円

金銭債権 短期 141 百万円
金銭債務 短期 49 百万円

（貸借対照表に関する注記）

２．土地再評価
　　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」（1999年３月31日改正）に基づき事業用の土地の再
評価を行い、土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
・再評価を行った年月日 2000年３月31日
・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定す
る地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補
正等合理的な調整を行って算出しております。

３．貸出コミットメント契約
当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引
銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における貸出コミッ
トメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

４．関係会社に対する金銭債権・債務
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

仕入高
その他の営業費用

46
676

百万円
百万円

営業外取引による取引高
受取配当金 570 百万円
受取賃貸料 11 百万円

普通株式 1,391,354 株

繰延税金資産
賞与引当金 1,938百万円
賞与引当金に係る法定福利費 277百万円
退職給付引当金 4,842百万円
未払事業税 145百万円
関係会社株式評価損 278百万円
減損損失 1百万円
土地再評価差額金 336百万円
その他 96百万円

繰延税金資産小計 7,916百万円
評価性引当額 △645百万円
繰延税金資産合計 7,271百万円

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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１．１株当たり純資産額 1,399円41銭

２．１株当たり当期純利益 297円60銭

（１株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「（収益認識に関
する注記）２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に同一の内容を記
載しているので、注記を省略しております。

（追加情報）
　2022年３月期は、新型コロナウイルス感染症の影響がありましたが、受注の回復により稼働率
が改善し、営業利益率は10％以上を確保致しました。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明ですが、当社の稼働率は回復基調にあり、今後の
業績の大幅な落ち込みは無いと想定しています。
　よって当社は、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて新型コロナウイルス感染
症の感染拡大が、今後一定期間にわたり影響があると想定しているものの、業績の大幅な落ち込み
は無いという仮定のもと見積りを行っております。
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